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第1次百貨店法の成立経緯とその特質
加藤義忠
I はじめに
百貨店やスーパーなどの大規模小売商にたいする国家の直接的な法的規制
ないし統制の意図は，一般的には現存の資本主義体制を維持し安定化せしめ
るために，大規模小売商と中小小売商とのあいだに生じる社会的な対立ない
(1) 
し矛盾やあつれきを調整し，緩和せしめることにあるといってよい。
ところで，わが国におけるこの種の法的規制の最初のものは，経済生活の
みならず国民生活全般にわたっていっそう統制色の強まった時期の 1937年
（昭和12年）に経済統制法の一環として制定された百貨店法（以下では，第
1次百貨店法とよぶ）である。これは戦後の1947年（昭和22年）にいったん
廃止され， 1956年（昭和31年）に同名の百貨店法（以下では，第2次百貨店
法とよぶ）としてふたたび制定された。そして，この第2次百貨店法による
法的規制は， 1973年（昭和48年）に成立した大規模小売店舗法（略称，大店
法。なお， 1978年＝昭和53年に一部改正）に継承され，一面では規制範囲を
拡大しながら， 他面では規制内容を緩和する方向へと大きく変容していっ
た。
以下において，わたくしは第1次百貨店法に対象を限定して考察し，それ
を成立せしめた背景ないし要因，成立過程や法の内容およびその効果につい
て，研究ノートというかたちで明らかにしようと思う。このことは，一面で
(1) 加藤義忠「現代流通経済の基礎理論」同文舘， 1986年6月， 166-167ペー ジ。
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は冒頭に記した一般的命題の具体的事例による検証を意味する。しかし，そ
れだけではない。このことは，大規模小売商規制いいかえれば大規模小売商
と中小小売商の矛盾•あつれき調整の時代的な変遷を解明する前提を確定す
ることでもある。なお，第2次百貨店法と大店法にかんする考察は，他日を
期したい。
]I 百貨店法制定の背景
百貨店にたいする国家の法的介入がなされた背景として，戦前における唯
ーの大規模小売商としての百貨店の発展とその影響による中小小売商の経営
難に起因する両者の対立が社会的問題として広く認識され，しかもその解決
ないし綬和のためには私的な企業レペルでのいわば自主的な対応だけでは不
十分であり，公的なレベルでのいわば国家的な対応が要請されるにいたると
いう状況がうみだされていた。この一般的な背景について，ごく簡単にみて
みよう。
わが国における近代的な意味での百貨店の創立期は， 20世紀の初頭から
(2) 
1910年ごろにかけてである。 1904年（明治37年）の三越の株式会社化とデパ
(3) 
ートメント・ストア宣言が百貨店創立の代表的事例としてよくひきあいにだ
される。当初，百貨店は高級呉服品等の買い回り品販売を中心としていたの
で，圧倒的多数をしめる中小小売商への影響は比較的少なかったといってよ
(4) 
い。ところが， 1920年ごろからの不況期において，一方では百貨店の新規参
入と既存百貨店の店舗の新設・拡張による支店・分店の増加＝多店舗化や大
(5) 
型化などがすすみ，その売り場面積が全体として拡大したが，他方では取扱
商品の低価格品目への拡張による大衆化路線へのシフトや顧客送迎用自動
(2) 中西寅雄編「百貨店法に関する研究」同文舘， 1938年2月， 27ペー ジ。
(3) 鈴木安昭「昭和初期の小売商問題」日本経済新聞社， 1980年8月， 70ペー ジ。
(4) 中西寅雄編，前掲書， 27ペー ジ。
(5) 鈴木安昭，前掲書， 82-87ペー ジ。
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(6) 
車， 無料配達等のサービス強化があらわれはじめた。この大衆化路線は，
1923年（大正12年）の関東大震災以降に飛躍的に強められた。というのは，
震災直後に社会的に要請された日用品の廉売の成功が，従来の品揃えに日用
品をもくわえることをうながしたからである。この百貨店の大衆化路線を象
徴し，それを促進する出来事として，それまで気軽にたちよるのに障害とな
(7) 
っていた下足あずかりの廃止があげられる。なお，商品券による顧客吸引の
(8) 
ことも忘れてはならない。このような百貨店の大衆化傾向は相互間の競争を
強めることになったが，この競争は1929年（昭和4年）の大恐慌以降の一般
(9) 
的な経済状況の悪化のなかでますます激しさの度合をましていった。
百貨店の拡大・大衆化路線への転換とその展開は，一般に中小小売商の既
存のテリトリーの侵食を意味するので，当然のことながら両者のあいだにも
(10) 
摩擦を生ぜしめ，それを大きくすることになった。ちなみに，当時の調査に
よれば，中小小売商のなかでとくに圧迫をうけたのは，主として買い回り品
(11) 
販売の小売商であり，特殊的には雑貨・食料品販売の小売商であった。しか
も，中小小売商の経営の悪化は，当時の不況による消費の停滞ないし減少や
(12) 
相対的過剰人口の流入増加による商店数の激増等によって増幅された。この
ような両者間の摩擦•あつれきが社会問題として認識されるようになったの
(13) 
は， 1928年以降であるとされている。
IlI 百貨店法の成立過程
上記のように百貨店の急激な発展と相互間での競争の激化は，不況下での
(6) 中西寅雄編．前掲書． 88ページ，鈴木安昭，同上書． 87-89ペー ジ。
(7) 中西寅雄絹，同上。
(8) 鈴木安昭，前掲書， 100ペー ジ。
(9) (10) 中西寅雄編，前掲書， 88ペー ジ。
(11) 同上書， 30-42ペー ジ。
(12) 同上書， 46ページ。なお，当時の中小小売商の困窮の実状については，鈴木安
昭，前掲書， 253-260ペー ジをみよ。
(13) 中西寅雄編，同上書， 89ペー ジ。
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中小小売商の経済的な窮迫を格段に強めることになった。このような状況の
もとで，中小小売商はなにもせず，手をこまぬいていたわけではない。中小
小売商は自己の経営悪化を少しでも改善しようとして，種々なる対策をとっ
た。一方では各自の経営力を高め，個々的にそれに対応しようとしたはずで
あり，他方では相互に協力しあい，たとえばボランタリー・チェーンや商店
(14) 
街や専門店会等の集団としてそれに対応しようとした。だが，このような中
小小売商側の二様の対応だけでは， 経営改善の効果が十分あがらなかった
のは，けだし当然のことといってよい。というのは，中小小売商問題はこの
ような対応だけでは対処しきれない社会的な広がりをもったものだったから
(15) 
である。
そこで，多くの中小小売商はますます，自己の営業困難の主たる原因をい
わば環境要因的存在として自己の経営を圧迫していた百貨店の発展にもとめ
るようになった。中小小売商問題は，主として対百貨店問題としてとらえら
れるにいたったわけである。したがってまた，中小小売商問題解決のために
中小小売商側から要請された諸方策の軸は，当然に百貨店の営業にたいして
なんらかの規制をおこなおうとするものであった。当初，中小小売商側の要
(16) 
求は百貨店の特定の営業問題（たとえば，同業組合加入問題，都市における
不当廉売問題や商品券問題，地方における出張販売問題）にたいして個々的
に規制しようとするものであった。だが，十分な成果はあがらなかった。両
者の対立が深まるなかで，中小小売商側の要求は，必然的に百貨店法を制定
(17) 
し，百貨店の営業を全般的に規制しようとする方向へと展開していった。
(14) 鈴木安昭，前掲書， 280ペー ジ。
(15) 同上書， 279ペー ジ。
(16) 同業組合は同業組合法にもとづいて設立されたものであるが，中小小売商側は
百貨店もそれに加入せしめることによって自分たちと同様に統制し，もって不当
廉売等の諸問題を解決しようとした。しかし，これをめぐって両者間に康擦が生
じた。そこで，政府がその調整のために介入したが，結局百貨店の特殊性が隠め
られ，百貨店の加入は免除された（中西寅雄編，前掲書， 93-94ペー ジ）。
(17) 同上書， 92ペー ジ。
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このような中小小売商の共同的対応の延長線上に商工会議所やさらに政府
や政党などへの各種の働きかけが強められ，対百貨店問題は社会問題化する
にいたる。この次元において，中小小売商の経営悪化の改善をめざす経済的
(18) 
要求は政治的色合いをこくし，いわば政治的に翻訳されたものに転化する。
いいかえれば，中小小売商は政治過程を媒介して自己の経済的要求の実現を
はかろうとするにいたるのである。
ところで，上述のような中小小売商の要求にたいして，百貨店側は一面で
は抵抗をおこないながら，他面ではある程度の妥協をしめした。しかし，両
者間の私的レベルでの摩擦の調整だけでは十分な問題解決にならず，国家が
公的介入をおこなうにいたる。しかも，国民を戦争にむけて総動員しようと
していた時期だけに，国家による両者間の摩擦への調整的介入はいっそう急
務であった。この経緯について，少したちいってみてみよう。
前記の百貨店の同業組合加入問題はしばしば訴訟問題にまで発展したが，
百貨店全体の利害にかかわるこの種の諸問題に対応し，共通の利益を擁膜す
るために，業界団体としての日本百貨店協会が1924年（大正13年） 9月に設
立された。このときの参加企業は阪神急行電鉄百貨店部，ほてい屋，大丸，
高島屋，十合，野沢屋，松屋，松阪屋，丸物，三越，白木屋の11社であった。
この百貨店協会は，中小小売商の反百貨店運動に対応して活動を展開してい
(19) 
った。 1932年（昭和7年）におこった 5• 15事件を契機として，百貨店と中小
小売商の対立は多分に政治的な色彩をおびた社会的な重要問題になり，商工
省と百貨店側との交渉が頻繁になされたりして，問題解決をせまる気運が高
まった。たとえば，当協会は同年の 8月に百貨店営業の自主規制をもりこん
だ自制協定をまとめた。そして，翌年の4月に百貨店協金は日本百貨店商業
組合に改組されたが，ここにおいて自制協定とほぼ同じ内容の営業統制規程
が実行にうつされた。このように百貨店側は百貨店法制定の運動を牽制し，
(18) 同上書， 98-99ペー ジ。
(19) 鈴木安昭，前掲書， 112-114ペー ジ。
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(20) 
それに対抗する行動をとったのである。
前者の自制協定の中味は，（1）出張販売の禁止，（2)商品券については当局の
指示にしたがい，供託等の適当な措置を講ずる，（3）支店・分店の新設は当分
禁止（ただし， 目下建設準備中のものは商工省の了承をうるようにする），
(4)おとり販売のような廉売方式の禁止，（5）過剰サービスによる顧客獲得の禁
止，（6）無料配達区域の整理縮小，（7）毎月 3日間の一斉休業（中元，歳暮，誓
文払い売り出し期間をのぞく），（8）商業組合法制定時には百貨店商業組合を設
(21) 
立し，法規にしたがって統制するという 8項目にわたっていた。このような
内容をもった自制協定をとりむすんだ背後には，中小小売商の百貨店反対運
動の高まりや商工省の百貨店法案作成の動きといった外的な要因が強くはた
らいていたわけであるが，いずれにせよ，この自制協定によって百貨店によ
(22) 
る中小小売商の圧迫がいくぶん緩和せしめられたことはたしかであろう。も
う1つ重視すべきことは，自制協定締結にはカルテル的意味といわれる内的
な要因も存在していたという点である。既述のように不況期における百貨店
の攻勢的な事業展開による相互間の競争激化は， 人件費， 配達費， 利子負
担，広告費等の諸経費の増大をひきおこし，収益率を低めることになった。
それゆえ，このような状況下でまとめられた自制協定にたいして過度の競争
を制限し，収益率の低落をおしとどめる方向で作用することが期待されたの
(23) 
である。
また，後者の日本百貨店組合についていえば，これは前年の1932年（昭和
7年）に制定された商業組合法にのっとって結成されたものであり，ここに
は自制協定にくわわった 11社のほかに 13社が参加した。有資格百貨店企業
（六大都市では営業坪数1,000坪以上，その他の地域では 500坪以上） 36社
(1936年＝昭和11年末には58社に増加）中2,ili:(1936年には28社にふえた）
(20) 中西寅雄編，前掲書， 54ペー ジ。
(21) 同上書， 99-101ペー ジ。
(22) 同上書， 103ペー ジ。
(23) 同上。なお，鈴木安昭，前掲書， 126-127ペー ジをもみよ。
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の加盟であった。そして，この組合の主要活動は百貨店の営業を自治的に統
制することであった。この組合結成には，百貨店協会への参加企業数の 2倍
をこえる参加があったので，その営業統制の範囲が自制協定にくらぺていっ
そう拡大したのは明白であるが，より重要な側面は前記のような意義を有す
る私的な自制協定が国家によって公的に追認され，法的な根拠をもった自治
(24) 
的な営業統制規程に転じ，補強されたことである。
この点に関連して補足すれば， このような百貨店商業組合の結成によっ
て，ある程度中小小売商への圧迫が緩和されたのはまちがいないが，それは
上記のようにすぺての百貨店を組織するものではなかったのにくわえて，売
り出し，催事，広告などの制約外の行動が強められたり，百貨店の新設が制
限されていなかったので，新しい百貨店が出現したり，また既存百貨店の店
舗の新設が制限されるなかで既存店舗が増床されたり，あるいは準備中の支
店・分店の設置の承認をえたりした百貨店が続出した。しかも，百貨店商業
組合員のなかには協定に遮反する者まででたが，営業統制規程は協定進反者
にたいしてなんら有効な統制力をもっていなかった。それにとどまらず，非
組合員は統制外におかれていた。ちなみに，この非組合員にたいして商業組
合法第9条に依拠して組合の統制にしたがうように命ずることが中小小売商
(25) 
側より要請されたけれども，その命令は発せられなかったといわれている。
かくのごとく，百貨店側よりなされた自主的な統制規程は十分な効果をも
たらさなかった。それゆえ，中小小売商の反百貨店運動は，百貨店法制定に
よって百貨店の行動を全面的に統制しようとする方向へと重点をうつしてい
(26) 
った。具体的な百貨店法案は最初1932年8月4日づけの『中外商業新報』紙
上に商工省案として報道された。その後，この商工省案にたいしてコメント
を提示し，なんらかの修正をくわえるというかたちで，いくつかの百貨店法
案がしめされた。たとえば，百貨店反対運動に賛同した政治家によって1932
(24) 鈴木安昭，同上書， 127-129ペー ジ。
(25) 中西寅雄編，前掲書， 103ペー ジ，鈴木安昭，同上書， 129-131ペー ジ。
(26) 中西寅雄編，同上。
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年の第63議会以降毎年提案されたり， また東京商工会議所， 東京実業連合
会，日本商店会連盟などからも提案された。これらの法案は多少の差異はあ
れ，百貨店と中小小売商の矛盾・摩擦の調整を主として百貨店の営業を規制
することによっておこない，その結果として中小小売商を保護するという内
(27) 
容のものであったといってよい。 ‘ 
これにたいして，百貨店商業組合は1936年（昭和11年） 9月に「百貨店法
(28) 
反対声明」を発表して一定の抵抗をこころみたが，反百貨店運動という大き
な流れに抗しきれなかった。そして，ついに小売業改善調査委員会において
(29) (30) 
きめられた基本方針をふまえ，政府によって作成された百貨店法案が翌年の
第70議会に上程された。だが， それはこの議会では成立するまでにいたら
ず，同年の第71議会の8月7日に可決成立し， 14日に法律第76号として公布
された。そして，勅令533号によって同年の10月1日から施行された。
以上でみたように日本経済全体の統制化が格段に進行するなかで，政府が
採用した中小小売商問題にたいする対応策の軸をなしたものは，百貨店法を
制定することであったということができる。しかし，これにかかわって注意
(27) 各方面より提案された法案の全文については， 同上書， 205-234ページにのせ
られている。また，その諸法案の比較検討については，同上書， 64-82ページと
104-106ペー ジを参照せよ。
(28) この声明の骨子は下記のごとくであった。 (1)中小小売商困窮の原因は別にあ
る。 (2)百貨店法制定は一部の中小小売商の要望にすぎない。 (3)中小小売商問
題の解決は小売業法のようなものを定め，すべての小売業を包括して全体的な統
制をおこない，群立・乱増をふせぐことによって可能となる。 (4)百貨店の抑圧
は消費者に不利益をもたらすだけではなく，製造業をも萎縮せしめる。 (5)外国
の百貨店抑圧政策は失敗した。 (6)百貨店側はすでに自制協定をむすび，自治統
制をおこなっているので，百貨店法は不要である（同上書， 110-111ペー ジ）。
(29) 当委員会の基本的な考え方については，同上書， 115-119ページにくわしく書
かれている。
(30) この政府の百貨店法案は，国民経済的立場＝配給組織の均等的・合理的発展の
立場から作成されたがゆえに，すでに議会に提案されたものにくらべて，百貨店
にたいする規制がかなり緩和されたものになったといわれている （同上書， 21-
22ペー ジ， 119ペー ジ）。
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を要する点は，政府は他方では中小小売商の自助能力を高めるために若干の
振興策を講じていたということである。しかも，この方策の推進が当初では
基本的な方針であった。それにくわえて， 1930年（昭和5年）の商工審議会
の答申にもうたわれているように，この時点では政府は大規模小売商を抑制
(31) 
すべきではないという考え方をもっていたのである。
w 百貨店法の内容
上でみたような経緯をへて成立した第1次百貨店法（末尾の付録をみよ）
は大別して，（1）百貨店の定義，（2）百貨店の新設・拡張，（3）出張販売，閉店時
刻，休業日，（4）営業統制機関（百貨店組合）とその監督，（5）諮問機関，（6）罰
(32) 
則等にかんする 27条より構成されている。百貨店法施行規則をも参考にし
つつ，百貨店法の内容的な特徴をかいつまんで解説しておこう。それは 3点
にまとめることができる。
第1に，百貨店は同一の店舗において衣食住にかんする多種類の商品販売
をおこなう大規模小売業で，六大都市では3,000m2以上，その他の区域では
(33) 
1,500m環上の売り場面積（店舗の床面積の 100分の95)を有するものであ
ると定められた。ただし，当時の高島屋京都本店は基準以下の面積であった
が，しかし他の支店がはるかに基準面積をこえていたので，百貨店業者とし
(34) 
て規制対象にふくめられた。しかも，売り場面積にかんする施行規則におい
て，脱法行為をふせぐために， 同一建物で複数の業者が売り場面積300m2 
(31) 鈴木安昭，前掲書， 324-325ペー ジ。
(32) 百貨店法施行規則の全文については，中西寅雄編，前掲書， 177-190ページに
収録されている。
(33) この数字の根拠について確たるものはないが，百貨店商業組合の組合員資格と
しての六大都市におけるのべ坪数1,000坪以上，その他の地区における500坪以上
をメートル法で換算したものであろうといわれている（鈴木安昭， 前掲書， 332 
ペー ジ）。
(34) 中西寅雄絹，前掲書， 135ペー ジ。
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(35) 
以上をもって営業し，合算して基準面積をこえた場合も，百貨店業者として
ひとしく規制対象とされた。これらのことは，百貨店としての隠定は個々の
同一建物ごとになされるのを基本とするが，しかし複数の店舗を有する企業
については全体としておこなわれるので，百貨店の隠定方式はたんなる建物
主義ではなく，それを基礎にしながら，企業主義をも加味したいわば建物・
企業主義とでもいうべきものに立脚するものであったということを意味す
る。いずれにせよ，当時の大都市のみならず地方都市に立地した百貨店業者
の全部が法的規制の対象となったわけである。
第2に，第1次百貨店法の最大の特徴は，百貨店の開業・営業や支店・出
張所等の設置あるいは売り場面積の拡張による営業の拡大および出張販売に
ついて，いかなる場合にも禁止されるといういわゆる禁止制ではなくて，一
定の基準をみたせば，特定の条件たとえば人口や小売商の数，交通機関およ
ぴその他の経済的諸事情を考慮のうえ許可されるけれども，特別に重要な事
情がある場合には許可されないこともありうるといういわゆる許可制が採用
された点であるといってよい。ただ，当時においては戦争遂行にむけて統制
経済化を格段におしすすめ，かつ国内の対立をやわらげ，いわゆる銃後の結
束を強めなければならないという特別な事情が考慮され，準備中のものは別
(36) 
にして百貨店の新設・拡張は恩められなかった。それだけではない。閉店時
刻や休業日数についても規制された。たとえば，閉店時刻は4月1日から10
月末日までは午後7時， 11月1日から 3月末日までは午後6時（特別の事情
がある場合には， 商工大臣の許可をうけて延長可能） とされた。付言すれ
ば，この閉店時刻規程によって百貨店のうちのかなりのものが閉店時刻を早
(37) 
めざるをえなくなったといわれている。閉店時刻が早められるということは
(35) 理論的にいえば，売上場面積が300m2以下ばかりの業者であれば，たとえ合
算して基準面積を超過しても規制されることはもちろんありえないが，しかし現
実においてはこのようなケースはほとんど生じえないと考えられていた（中西寅
雄編，同上書， 142-145ページ）。
(36) 同上書， 145-155ペー ジ。
(37) 同上書， 155-157ペー ジ。
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百貨店の営業時間の短縮を意味するわけだから，百貨店の営業に当初少なか
らぬ影蓉がおよぼされることになるのはさけられない。このことによって，
一面では従前に比して多少の経費節減になるのはいうまでもないが，ここで
注目すべき点は削減された時間中になされた売上のすべてがうしなわれると
単純にいうことはできないということである。というのは，その売上の減少
分が営業時間中の他の時間帯において，可能なかぎりとりかえそうとされる
(38) 
からである。また，休業日についていえば，それは六大都市においては月 3
日以上，その他の地域においては月 1日以上とされた。
第3に，閉店時刻や休業日数以外の営業方法については百貨店法によって
直接的には規制されなかったが，本法にもとづいて組織された日本百貨店組
合の営業統制規程によって自主的に規制された。ここでの営業統制規程は従
前の商業組合法に依拠した百貨店組合のものとくらべて，規制内容がいくぶ
んきつくなったが，それだけではなく，統制のおよぶ範囲も強制加入せしめ
(39) 
られたすべての百貨店にまで広げられた。
v 百貨店法の効果
既述のごとく，百貨店法制定の国家的な意図は百貨店と中小小売商との対
立をやわらげ利害調整をはかりながら，戦争遂行のための国内的統制を一段
と強化しようとする点にあったといってよい。このような国家的意図のもと
に制定された百貨店法は，経営の困窮度を強めていた中小小売商の経営改善
(40) 
にとって，・自助努力の必要なこともあって十分とはいえないけれども，いく
(41) 
ぶんなりとも寄与することが期待された。ちなみに，．百貨店は規制対象外
(38) 同上書， 157-165ペー ジ。
(39) 同上書， 125-126ページ，鈴木安昭，前掲書， 336ペー ジ。
(40) 中西寅雄編，同上書， 19ペー ジ。
(41) 同上書 5ペー ジ， 12ページ，鈴木安昭，前掲書， 339-340ページ。森下二次
也氏も「現代の流通機構」世界思想社， 1974年9月， 174-175ペー ジにおいて，
同様のことを記されている。
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の活動を強めたりして対応的な行動をおこなうはずだから，この面において
は中小小売商にたいする競争圧力は逆に高まることもありうるという点の駆
(42) 
識も必要である。とまれ，実際においては制定後ますます統制経済化がすす
み，当面準備中のものは別にして，百貨店の新設・拡張が不許可になったの
は前述のとおりであるが，百貨店法はある程度中小小売商を救済し，保護す
るという性格をもち，そのような効果を発揮するはずのものであった。
しかしながら，このような側面だけかといえば，けっしてそうではない。
百貨店の新設や拡張等が許可制となり，従前のようなかたちでの競争とりわ
け過度の競争が制約をうけるようになったので，この百貨店法は既存の百貨
店なかでも巨大百貨店にとって，相互間での協調的な競争制限行為に公的な
承認をあたえるという逆の効果をもたらすものであった。それゆえ，既存の
百貨店のなかで確固たる地位にある巨大百貨店と営業拡張をめざす後発百貨
店や中小百貨店とのあいだで利害がまったく一致していたわけではなかっ
(43) 
た。それだけではない。従前の商業組合法にかわって百貨店法に依拠して設
立を義務づけられた百貨店組合の営業統制規程は，すでに記したように百貨
店協会の自制協定にみられたカルテル的性格をひきつぎ，それを強制カルテ
ル化せしめた百貨店商業組合の営業統制規程を継承したものであった。いず
れにせよ，百貨店法はいっそう強められた強制カルテル的側面もあわせもっ
(44) 
ていたのである。
なお，もう 1つ留意すべきことは，百貨店法には明文化されていないけれ
ども，小売業改善調査委員会などでの法案作成の審議過程では消費者保護と
いう視角も一定考慮され，百貨店と中小小売商の利害の調整基準の1つにし
(45) 
ようとする意図もあったという点である。
(42) 中西寅雄絹，同上書， 12ペー ジ， 147ペー ジ。
(43) 同上書， 14ペー ジ， 55ペー ジ。
(44) 同上書， 45ペー ジ， 54-55ペー ジ，鈴木安昭，前掲書， 340-341ページ，森下二
次也，前掲書， 175ペー ジ。
(45) 中西寅雄編，同上書， 115-117ペー ジ，鈴木安昭，同上書， 342-343ペー ジ。
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VI 百貨店法制定をめぐる学会の論議
当時の代表的な学者の村本福松，中西寅雄，谷口吉彦の 3氏の見解を紹介
し，それにたいして若干のコメントを提示することによって，百貨店法制定
をめぐる学会の論議の状況の一端をみることにしよう。
まず，村本氏の見解についてであるが，氏は概略次のように考えられてい
た。百貨店法制定は中小小売商の救済にとって多少の意味はあろうが，ほと
んどといっていいほど積極的な効果は期待できない。中小小売商の救済にと
って本当に必要な措置は，乱立を防止し，商店数を整理しつつ自己の経営力
の強化をはかることである。したがって，むしろ百貨店と中小小売商を包摂
(46) 
した総合的な小売業法を制定すべきである。
中小小売商問題の解決のために，対内的には自助努力等によって自己の営
業能力を高めなければならないので，氏のいわれるように小売商を総体とし
て規制する小売業法のほうが公的規制の方式としてはより適当なものかもし
れない。もし，そうだとしても，中小小売商問題の重要な原因は戦前におけ
る唯一の大規模小売商としての百貨店の流通支配にあるわけだから，百貨店
の行動をまず規制し，そしてそのもとで中小小売商の経営改善をはかるとい
う考え方が小売業法立案のさいの基本的視座にすえられなければならないで
あろう。
ところで，中西氏は百貨店法制定問題について下記のように主張された。
百貨店法は百貨店のカルテル化を促進し，独占化の弊害を助長するのにくわ
えて，許可制の導入によって百貨店の合理的な側面をだいなしにし，経済的
機能を喪失した中小小売商の利益のために消費者の利益を犠牲にすることに
なる。だから，百貨店対策として必要なものは，おとり販売や不当廉売や過
当サービス等の不公正競争による弊害の除去ならびに中小小売商をもっとも
圧迫している市場兼業等の禁止による営業種類の制限でなければならない。
(46) 中西寅雄編，同上書， 18-19ペー ジ。
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他方，中小小売商窮迫の原因は百貨店の進出にのみよるのではなく，根本的
には相対的過剰人口の流入によるその過多性にある。それゆえ，中小小売商
対策の重点は経営の合理化を援助しつつ業者数の統制をおこなうことであ
象？
中西氏の指摘されるように，百貨店法が百貨店のカルテル化をいっそう強
化せしめる面をもっていたのは既述のとおりであるが，他面では中小小売商
の経営困難をいくぶん緩和せしめ，かれらの生活を一定保障するという積極
的な効果をも発揮するものであったという点を見落としてはならない。百貨
店経営の本質は流通支配という抑圧的な側面にあるけれども，氏のいわれる
ように効率的な部分がないわけではないし，他方圧迫されている中小小売商
にも非効率的な部分が多分に存在するのもたしかであろう。しかし，国民経
済全体のバランスのとれた発展をはかる立場から，百貨店なかでも商業独占
といってよい巨大百貨店にたいしてはその支配的な行動を強く規制しつつ効
率的な側面は発展せしめ，また中小小売商にたいしては生存権を擁護しつつ
非効率的な部分を改善せしめることなしには，消費者にとっても本当の意味
での利益にはならないであろう。
さて，谷口氏は，さけられない社会清勢にある百貨店法制定に反対ではな
いと前置きされたうえで，明快に自己の見解を述ぺられている。その要点は
次のとおりである。百貨店法制定をめぐって小売商救済の立場と百貨店擁護
の立場と一般にもっとも重視すべき消費者保護の立場からの論議があり，そ
れぞれ一定の根拠をもっている。しかし，穏健中正なる百貨店法を制定する
ためには，全体的な国民経済の立場から論議しなければならない。百貨店法
は元来流通過程の一部にたいする政策であるが，この問題は小売流通部面に
おける他の小売店や連鎖店や小売市場などとの関係と卸売流通部面における
関係と生産過程や消費過程との関係というふうに国民経済的立場から検討さ
れなければならない。しかし，一般に国民経済的立場といってもあいまいな
点が多いので，これを具体的に社会的機能の立場すなわちすべてのものの社
(47) 同上書， 44-47ページ。
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会的存在の根拠はそのものの社会的機能にあるという立場におきかえて検討
することにしよう。この立場から，たとえば小売店対策をみれば，ただいた
ずらに小売店を救済するのみではけっしてその存続発展を保障することには
ならず，経営を改善して小売店の社会的機能を有効に発揮しうるようにしな
ければならない。また，百貨店法を検討する場合でも，この社会的機能を合
理的に発揮せしめるという立場からなされなければならない。要するに，問
(48) 
題は小売配給機能の社会的・合理的分担ということに帰着する。
資本主義の独占段階では，経済活動において社会的に存立しうるか否か，
あるいは社会的機能をはたしうるかどうかは，無政府的な競争に媒介されな
がら基本的には資本とりわけ独占資本の論理にしたがって確定される。それ
ゆえに，たとえば中小小売商がどのような社会的機能をはたしているのか，
あるいは将来どのような社会的機能をになわせようとするのかといった点に
ついての考え方の主流は資本の立場からのものであるので，まったく中立的
で公正な立場から良心的に考えているつもりでも，十分注意しなければ資本
の立場からの考え方に傾斜しかねない。この点の認識は大切である。いずれ
にせよ， 氏のいわれるように各種の経済政策を策定するさいに必要な視点
は，形式的には社会的機能を十全に発揮せしめようとする国民経済的・総体
的な視点であるといえよう。だが，社会主義のような計画経済社会を別にす
れば，資本主義の高度に発展した独占段階においては，中立的なかたちをと
っておこなわれる国家の公的介入の一形態としての経済政策の本質は資本と
りわけ独占資本本位というところにあるわけだから，国民の圧倒的多数をな
す労働者や農民や中小商工業者や一般の消費者の立場にたって調和のとれた
民主的な国民本位の政策を策定しようとすれば，先述のようにかれらの要求
をふまえ，独占資本にたいして強力な公的規制をおこなうということをその
中軸にすえなければならないのは明白であろう。これが全体的な国民経済の
立場からの政策といわれるものの実質的な内容でなければならない。
(48) 同上書， 51-64ペー ジ。
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【付録］
百貨店法 （昭和12l平8月14日公布）
第一条 本法二於テ百貨店業者卜称スルハ同一ノ店舗二於テ命令ヲ以テ定
ムル売場面積ヲ有シ命令ノ定ムル所二依リ衣食住二関スル多種類ノ商
品ノ小売業ヲ営ム者ヲ謂フ
第二条 同一ノ建物二於テニ人以上ノ小売業者各命令ヲ以テ定ムル売場面
積ヲ有シ相連繋シテ営業ヲ為ス場合其ノ売場面積及販売スル商品ガ相
合シテ前条ノ規定二依Jレ売場面積及商品ノ種類二該当スルトキハ各小
売業者ハ命令ノ定ムル所二依リ之ヲ百貨店業者卜看倣ス
第三条 百貨店業ヲ営マントスル者ハ命令ノ定ムル所二依リ主務大臣ノ許
可ヲ受クベシ
第四条 百貨店業者ハ左ノ場合二於テハ命令ノ定ムル所二依リ主務大臣ノ
許可ヲ受クベシ
支店，出張所其ノ他ノ店舗又ハ配給所ヲ設置セントスルトキ
一 本店，支店，出張所其ノ他ノ店舗ノ売場面積ヲ拡張セントスルト
キ
＿ 店舗以外二於テ小売ヲ為サントスルトキ
第五条 主務大臣必要アリト圏ムルトキハ前二条ノ許可ヲ為スニ当リ之二
制限又ハ条件ヲ附スルコトヲ得
第六条 百貨店業者ハ閉店時刻以後及休業日二於テ営業ヲ為スコトヲ得ズ
前項ノ営業ノ範囲，閉店時刻及休業日二関シ必要ナル事項ハ命令ヲ以
テ之ヲ定ム
第七条 百貨店業者ハ其ノ統制フ図リ小売業ノ円満ナル発達ヲ期スル為主
務大臣ノ隠可ヲ受ケ百貨店組合ヲ設立スルコトヲ得
策八条 百貨店業者百貨店組合ヲ設立セザル場合二於テ主務大臣必要アリ
ト認ムルトキハ百貨店業者二対シ百貨店組合ノ設立ヲ命ズJレコトヲ得
前項ノ規定二依リ設立ヲ命ゼラレクル者主務大臣ノ指定スル期限迄二
設立ノ認可ヲ申請セザルトキハ主務大臣ハ定款ノ作成其ノ他設立二関
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シ必要ナル処分ヲ為スコトヲ得
第九条百貨店組合ハ法人トス
百貨店組合ハ営利事業ヲ為スコトヲ得ズ
第十条 百貨店組合ハ左ノ事業ヲ行フコトヲ得
組合員ノ営業二関スル統制
一 組合員ノ営業二関スル指導
＿ 小売業二関スル研究又ハ調査
四 其ノ他組合ノ目的達成上必要ナル事業
(517)101 
第十一条 百貨店組合ハ設立ノ恩可アリクル時又ノ、第八条第二項ノ規定二
依リ定款ノ作成アリクル時成立ス
百貨店組合ノ設立アリクルトキハ各事務所ノ所在地二於テ設立ノ登記
ヲ為スペシ登記シタル事項中二変更ヲ生ジタルトキ亦同ジ
百貨店組合ノ設立又ハ登記シタル事項ノ変更ハ其ノ登記ヲ為スニ非ザ
レバ之ヲ以テ第三者二対抗スルコトヲ得ズ
第十二条 百貨店組合ハ全国ヲ通ジテー箇トシ組合ノ設立アリタルトキハ
百貨店業者ハ其ノ組合員トス
第十三条 百貨店組合ハ第十条第一号ノ事業ヲ行フ場合二於テハ之二関ス
ル規程ヲ定メ主務大臣ノ駆可ヲ受クベシ其ノ規程ヲ変更セントスルト
キ亦同ジ
第十四条 主務大臣小売業ノ円満ナル発達ヲ図）レ為其ノ他公益上必要アリ
ト認ム）レトキハ前条ノ規程ノ全部又ハ一部ノ変更又ハ取消ヲ為スコト
ヲ得
第十五条 主務大臣小売業ノ円満ナル発達ヲ図ル為其ノ他公益上必要アリ
ト認ム）レトキハ百貨店組合二対シ組合員ノ営業ノ統制二関シ必要ナル
事項ヲ命ズ）レコトヲ得
第十六条 主務大臣小売業ノ I耳満ナ）レ発達ヲ図ル為其ノ他公益上必要アリ
ト認ム）レトキハ百貨店組合ノ組合員二対シ組合ノ統制二従フペキコト
ヲ命ズ）レコトヲ得
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第十七条 行政官庁ハ百貨店業者又ハ百貨店組合二対シ其ノ業務二関シ報
告ヲ為サシメ其ノ他監督上必要ナル命令ヲ発シ又ハ処分ヲ為スコトヲ
得
行政官庁監督上必要アリト認ムルトキハ当該官吏ヲシテ百貨店業者又
ハ百貨店組合ノ店舗，事務所其ノ他ノ場所二臨検シ業務ノ状況又ハ帳
簿書類其ノ他ノ物件ヲ検査セシムルコトヲ得此ノ場合二於テハ其ノ身
分ヲ示ス証栗ヲ携帯セシムベシ
第十八条 百貨店業者本法若ハ本法二基キテ発スル命令又ハ之二基キテ為
ス処分二遮反シ又ハ第五条ノ規定二依リ許可二附シクル制限若ハ条件
二遣反シタルトキハ主務大臣ハ業務ノ停止若ハ法人ノ役員ノ解任ヲ為
シ又ハ第三条若ハ第四条ノ許可ヲ取消スコトヲ得
第十九条 百貨店組合ノ決議又ハ組合ノ役員ノ行為ガ法令，定款若ハ行政
官庁ノ処分二遮反シクルトキ又ハ公益ヲ害シ若ハ害スルノ虞アリト認
ムルトキハ主務大臣ハ左ノ処分ヲ為スコトヲ得
決議ノ取消
ー 役員ノ解任
一組合ノ事業ノ停止
四組合ノ解散
第二十条 本法二規定スルモノヲ除クノ外百貨店組合ノ設立， 登記， 管
理解散，清算其ノ他組合二関シ必要ナル事項ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム
第二十一条 第十四条乃至第十六条ノ規定二依ル命令又ハ処分其ノ他本法
施行二関スル重要事項二付主務大臣ノ諮問二応ゼシムル為百貨店委員
会ヲ置ク
百貨店委員会二関スル規程ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム
第二十二条 第三条ノ規定二遣反シ主務大臣ノ許可ヲ受ケズシテ百貨店業
ヲ営ミクル者ハ五千円以下ノ罰金二処ス
第二十三条左ノ各号ノーニ該当スル者ハ千円以下ノ罰金二処ス
ー 第四条ノ規定二依リ許可ヲ受クペキ事項ヲ許可ヲ受ケズシテ為シ
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クル者
ー 第十五条又ハ第十六条ノ規定二依ル命令二造反シクル者
第二十四条左ノ各号ノーニ該当スル者ハ五百円以下ノ罰金二処ス
第六条ノ規定二遣反シテ営業ヲ為シクル者
一 正当ノ事由ナクシテ第十七条ノ規定二依ル報告ヲ為サズ若，，ヽ虚偽
ノ報告ヲ為シ又ハ検査ヲ拒ミ，妨ゲ若ハ忌避シ其ノ他行政官庁ノ
命令又ハ処分二遮反シクル者
第二十五条 百貨店業者又ハ百貨店組合ハ其ノ代理人，戸主，家族，雇人
其ノ他ノ従業者ガ其ノ業務二関シ本法若ハ本法二基キテ発スル命令又
ハ之二基キテ為ス処分二遮反シタルトキハ自己ノ指導二出デザルノ故
ヲ以テ其ノ処罰ヲ免ルルコトヲ得ズ
第二十六条 本法又ハ本法二基キテ発スル命令二係リ適用スベキ罰則ハ其
ノ者ガ法人ナルトキハ理事，取締役其ノ他ノ法人ノ業務ヲ執行スル役
員二，未成年者又ハ禁治産者ナルトキハ其ノ法定代理人二之ヲ適用ス
但シ営業二関シ成年者卜同一ノ能カヲ有スル未成年者二付テハ此ノ限
二在ラズ
第二十七条 百貨店組合本法又ハ本法二基キテ発スル命令二依ル登記ヲ為
スコトヲ怠リ又ハ不正ノ登記ヲ為シクルトキハ組合ノ役員又ハ清算人
ヲ三百円以下ノ過料二処ス
非訟事件手続法第二百六条乃至第二百八条ノ規定ハ前項ノ過料二之ヲ
準用ス
附則
本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム （昭和十二年勅令第五百三十三号ヲ以テ
同年十月一日ヨリ施行ス）
本法施行ノ際現二営業ヲ為ス百貨店業者ハ命令ノ定ムル所二依リ第三条ノ
許可ヲ受ケクルモノト看倣ス
